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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　河床の侵食を抑制するために前記河床に設置される河床侵食抑制部材であって、平面視
で網目状に仕切られた複数の砂礫捕捉領域部を有するとともに、これら各砂礫捕捉領域部
を囲っている砂礫捕捉壁の高さが前記河床における砂礫の平均粒径の０．８８倍以上に形
成されている、河床侵食抑制部材。
【請求項２】
　前記砂礫捕捉壁は、可撓性を有する帯状部材によって形成されている、請求項１に記載
の河床侵食抑制部材。
【請求項３】
　前記砂礫捕捉壁の高さは前記砂礫の平均粒径の６６倍以下に形成されている、請求項１
または請求項２に記載の河床侵食抑制部材。
【請求項４】
　前記各砂礫捕捉領域部において対向位置にある前記砂礫捕捉壁同士の間隔が前記砂礫捕
捉壁の高さの３倍以上１０倍以下に形成されている、請求項１から請求項３のいずれかに
記載の河床侵食抑制部材。
【請求項５】
　前記各砂礫捕捉領域部が略菱形状に形成されており、そのいずれかの対角線が河川の平
均的な流れ方向に沿うように配置されている、請求項１から請求項４のいずれかに記載の
河床侵食抑制部材。
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【請求項６】
　前記砂礫捕捉壁には、前記砂礫の平均粒径より小径の通水孔が複数個形成されている、
請求項１から請求項５のいずれかに記載の河床侵食抑制部材。
【請求項７】
　前記河床の表面に沿って敷設される網目状の敷設シートと、前記敷設シートに前記河床
侵食抑制部材を取り付ける取付金具とを有している、請求項１から請求項６のいずれかに
記載の河床侵食抑制部材。
【請求項８】
　前記取付金具は、前記敷設シートの網目に掛止する掛止部と、前記掛止部から延出され
て前記砂礫捕捉壁を高さ方向に沿って挟持する一対の挟持部と、前記挟持部の先端をつな
ぎ留める留金部とを有している、請求項７に記載の河床侵食抑制部材。
【請求項９】
　河床の侵食を抑制する河床侵食抑制工法であって、侵食を抑制したい対象河床に対し、
平面視で網目状に仕切られた複数の砂礫捕捉領域部を有するとともに、これら各砂礫捕捉
領域部を囲っている砂礫捕捉壁が前記河床における砂礫の平均粒径の０．８８倍以上の高
さを有している河床浸食抑制部材を設置する、河床侵食抑制工法。
【請求項１０】
　前記砂礫捕捉壁は、可撓性を有する帯状部材によって形成されている、請求項９に記載
の河床侵食抑制工法。
【請求項１１】
　前記砂礫捕捉壁の高さは前記砂礫の平均粒径の６６倍以下に形成されている、請求項９
または請求項１０に記載の河床侵食抑制工法。
【請求項１２】
　前記各砂礫捕捉領域部において対向位置にある前記砂礫捕捉壁同士の間隔が前記砂礫捕
捉壁の高さの３倍以上１０倍以下に形成されている、請求項９から請求項１１のいずれか
に記載の河床侵食抑制工法。
【請求項１３】
　前記各砂礫捕捉領域部が略菱形状に形成されており、そのいずれかの対角線が河川の平
均的な流れ方向に沿うように配置されている、請求項９から請求項１２のいずれかに記載
の河床侵食抑制工法。
【請求項１４】
　前記砂礫捕捉壁には、前記砂礫の平均粒径より小径の通水孔が複数個形成されている、
請求項９から請求項１３のいずれかに記載の河床侵食抑制工法。
【請求項１５】
　前記河床の表面に沿って敷設される網目状の敷設シートに対して、前記敷設シートに前
記河床侵食抑制部材を取り付ける取付金具を用いて、複数の前記河床侵食抑制部材を取り
付けた後、前記河床に設置する、請求項９から請求項１４のいずれかに記載の河床侵食抑
制工法。
【請求項１６】
　前記取付金具は、前記敷設シートの網目に掛止する掛止部と、前記掛止部から延出され
て前記砂礫捕捉壁を高さ方向に沿って挟持する一対の挟持部と、前記挟持部の先端をつな
ぎ留める留金部とを有しており、
　前記敷設シート上に前記河床侵食抑制部材を載置した後、前記一対の挟持部が前記砂礫
捕捉壁を挟持するように前記取付金具を前記敷設シートの下から差し込み、前記掛止部を
前記敷設シートの網目に引っ掛けた後、各挟持部の先端を前記留金部でつなぎ留める、請
求項１５に記載の河床侵食抑制工法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、河床の侵食を抑制するための河床侵食抑制部材および河床侵食抑制工法に関
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するものである。
【背景技術】
【０００２】
　一般的な河川は、下層に岩盤層を有しており、この岩盤層の上に上流から流れてきた砂
礫によって覆われている。しかし、近年、河道の直線化や川幅の減少による掃流力の増加
によって砂礫層が流出する一方、ダム建設による土砂供給量の減少等により、砂礫層下に
埋まっていた岩盤層が露出する河川が多くなっている。
【０００３】
　河床の岩盤層が露出した場合、流砂が前記岩盤層に衝突することによって急激に侵食さ
れる、いわゆる洗掘がおこり、橋脚や護岸の安定性が低下するという問題が生じる。また
、岩盤層の露出は、礫床を生息場とする生魚の生活の場や産卵場を奪う等、河川の生態系
にも影響を及ぼしている。さらに、滑らかな岩盤層の場合、一度砂礫層が流されて露出す
ると、砂礫が堆積しにくくなり、侵食が急激に進行してしまう。
【０００４】
　従来、河床の侵食対策としては、川幅を広げて掃流力を減少させ、砂礫を堆積し易くす
る方法がある。しかし、このような方法は、土地利用の都合上、困難な場合が多い。また
、河床に帯工や床止め工等を設置して流速を低下させる方法もあるが、河床は砂礫が移動
するだけで侵食される。このため、帯工や床止め工の本体部周辺が侵食され、安定性を損
なうおそれや、帯工等の下流部の河床低下を誘発してしまうおそれがあり、十分な効果を
発揮出来ない場合が多い。さらに、河床上に砂礫を置き土する対策も行われているが、多
くの河床はその表面が滑らかなため、置き土した砂礫も流されてしまう場合が多い。
【０００５】
　なお、河床の侵食を抑制する技術は他にも提案されている。例えば、特開２０００－１
４４６７５号公報では、河川等の水中構造物周辺に発生する洗掘を防止するための工法で
あって、水中構造物の周囲に、下層になるほど粒径の小さい捨石を敷設し、網体の線材が
曲折可能であり、網目が表層捨石よりも小さく、網目の格点において上下左右に回転可能
な連結部材により連結された網体を、前記捨石上に被覆する洗掘防止工法が提案されてい
る（特許文献１）。この特許文献１によれば、水中構造物周辺に敷設する前記捨石を下層
になるほど粒径の小さい捨石としたので、在来の砂礫が吸い出されることなく洗掘を防止
することができるとされている。
【０００６】
　また、実開昭６３－１６１１７号公報では、やし繊維マットを比較的目の粗い樹脂製ネ
ットで被覆したマット本体を、塩ビ被覆金網で包んだことを特徴とする洗掘防止用マット
が提案されている（特許文献２）。この特許文献２によれば、砂礫を樹脂製ネットの目か
らマット本体内に浸入させて保持することができるとされている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２０００－１４４６７５号公報
【特許文献２】実開昭６３－１６１１７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、特許文献１に記載された発明においては、粒径の異なる大量の捨石を準
備しなければならず、更にその捨石を運び込み、敷設していくのは非常に大変な作業であ
る。また、上層の大きな捨石同士の間には大きな隙間があり、この捨石の隙間から下層の
小さな捨石が吸い出されてしまう。この小さな捨石は、網体では流出を防ぐことができな
い。よって、実際には、小さな捨石が徐々に流出していき、結局、そこにできた隙間から
在来の砂礫も吸い出されてしまうという問題がある。
【０００９】
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　また、特許文献２に記載された発明においては、やし繊維は腐ってしまうという問題が
ある。また、砂礫を浸入させるほどの厚さや高さを有するマット本体は、水の抵抗を受け
易いので破損や流出のおそれがある。
【００１０】
　本発明は、これらの問題点を解決するためになされたものであって、河床の粗度を効率
よく高めることによって砂礫を捕捉して堆積を促し、河床の侵食を抑制するとともに、魚
類の生息・産卵場を増やすことのできる河床侵食抑制部材および河床侵食抑制工法を提供
することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明に係る河床侵食抑制部材は、河床の侵食を抑制するために前記河床に設置される
河床侵食抑制部材であって、平面視で網目状に仕切られた複数の砂礫捕捉領域部を有する
とともに、これら各砂礫捕捉領域部を囲っている砂礫捕捉壁の高さが前記河床における砂
礫の平均粒径の０．８８倍以上に形成されている。
【００１２】
　また、本発明に係る河床侵食抑制工法は、河床の侵食を抑制する河床侵食抑制工法であ
って、侵食を抑制したい対象河床に対し、平面視で網目状に仕切られた複数の砂礫捕捉領
域部を有するとともに、これら各砂礫捕捉領域部を囲っている砂礫捕捉壁が前記河床にお
ける砂礫の平均粒径の０．８８倍以上の高さを有している河床侵食抑制部材を設置する。
【００１３】
　さらに、本発明の一態様として、前記砂礫捕捉壁は、可撓性を有する帯状部材によって
形成されていてもよい。
【００１４】
　また、本発明の一態様として、前記砂礫捕捉壁の高さは前記砂礫の平均粒径の６６倍以
下に形成されていてもよい。
【００１５】
　さらに、本発明の一態様として、前記各砂礫捕捉領域部において対向位置にある前記砂
礫捕捉壁同士の間隔が前記砂礫捕捉壁の高さの３倍以上１０倍以下に形成されていてもよ
い。
【００１６】
　また、本発明の一態様として、前記各砂礫捕捉領域部が略菱形状に形成されており、そ
のいずれかの対角線が河川の平均的な流れ方向に沿うように配置されていてもよい。
【００１７】
　さらに、本発明の一態様として、前記砂礫捕捉壁には、前記砂礫の平均粒径より小径の
通水孔が複数個形成されていてもよい。
【００１８】
　また、本発明の一態様として、前記河床の表面に沿って敷設される網目状の敷設シート
と、前記敷設シートに前記河床侵食抑制部材を取り付ける取付金具とを有していてもよく
、前記河床の表面に沿って敷設される網目状の敷設シートに対して、前記敷設シートに前
記河床侵食抑制部材を取り付ける取付金具を用いて、複数の前記河床侵食抑制部材を取り
付けた後、前記河床に設置してもよい。
【００１９】
　さらに、本発明の一態様として、前記取付金具は、前記敷設シートの網目に掛止する掛
止部と、前記掛止部から延出されて前記砂礫捕捉壁を高さ方向に沿って挟持する一対の挟
持部と、前記挟持部の先端をつなぎ留める留金部とを有していてもよく、前記敷設シート
上に前記河床侵食抑制部材を載置した後、前記一対の挟持部が前記砂礫捕捉壁を挟持する
ように前記取付金具を前記敷設シートの下から差し込み、前記掛止部を前記敷設シートの
網目に引っ掛けた後、各挟持部の先端を前記留金部でつなぎ留めてもよい。
【発明の効果】
【００２０】
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　本発明によれば、河床の粗度を効率よく高めることによって砂礫を捕捉して堆積を促し
、河床の侵食を抑制するとともに、魚類の生息・産卵場を増やすことができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明に係る河床侵食抑制部材の一実施形態を示す斜視図である。
【図２】本実施形態の河床侵食抑制部材を示す平面図である。
【図３】本実施例１において水路実験に用いられた水路床ＲｕｎＡ、ＲｕｎＢおよびＲｕ
ｎＣの状態を撮影したデジタルカメラ画像である。
【図４】本実施例１において、給砂量ｑｂｓを３．７３×１０－５ｍ２／ｓとした場合に
おける水路床ＲｕｎＡ、ＲｕｎＢおよびＲｕｎＣの状態を撮影したデジタルカメラ画像で
ある。
【図５】本実施例１において実験的に得られた各水路床における給砂量ｑｂｓと被覆率Ｐ

ｃとの関係を表したグラフである。
【図６】本実施例１において水理学的な粗度高さＫｓと地形的な粗度高さσｔとの関係を
表したグラフである。
【図７】本実施例２において理論的に得られた各水路床における給砂量ｑｂｓと被覆率Ｐ

ｃとの関係を表したグラフである。
【図８】本実施例３において河床に設置される河床侵食抑制部材およびこの河床侵食抑制
部材を固定するためのアンカーボルトの配置を示す平面図である。
【図９】本実施例３において河床の高さを計測した結果を示すグラフである。
【図１０】本発明に係る河床侵食抑制部材の他の実施形態を示す図である。
【図１１】他の実施形態の河床侵食抑制部材の使用方法を示す図である。
【図１２】他の実施形態の河床侵食抑制部材を実際の河川に敷設した状態を示すデジタル
カメラ画像である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下、本発明に係る河床侵食抑制部材および河床侵食抑制工法の一実施形態について図
面を用いて説明する。
【００２３】
　本実施形態の河床侵食抑制部材１は、河床に設置されて前記河床の粗度を高めることで
近傍の流速を減速させ、水の力によって河床近傍を移動している砂礫を停止・捕捉し、さ
らにその捕捉した砂礫を河床上に保持して堆積させるためのものであり、図１および図２
に示すように、平面視で網目状に形成された砂礫捕捉壁を有する。なお、本発明において
、粗度とは、河川の水が河床と触れる際の抵抗の度合いを意味するものとする。
【００２４】
　砂礫捕捉壁２は、平面視で網目状に仕切られた複数の砂礫捕捉領域部３を囲むように設
けられており、本実施形態では、高密度ポリエチレン等の合成樹脂製の可撓性を有する帯
状部材によって形成されている。本実施形態における砂礫捕捉領域部３は、図２に示すよ
うに、略菱形状に形成されており、砂礫捕捉壁２に衝突する河川の流れを受け流し易くす
るため、いずれかの対角線が河川の平均的な流れ方向に沿うように構成されている。換言
すれば、略菱形状に形成された砂礫捕捉壁２の角部を河川の流れ方向に向けて配置するこ
とにより、河川の水流を前記砂礫捕捉壁２の正面で受けるのではなく、当該砂礫捕捉壁２
に沿って下流に逃がすようになっている。
【００２５】
　また、砂礫捕捉壁２には、砂礫を保持させつつ砂礫捕捉領域部３間の通水を可能とする
ため、河床における砂礫の平均粒径より小径の通水孔４が複数個形成されている。ここで
、河床における砂礫の平均粒径は、粒径の重量割合等によって定めることのできる値であ
り、例えば、次に示すような方法によって求められる。
【００２６】
　まず、所定の重量の砂礫を目の大きさの異なる篩（フルイ）によって粒径毎に分別を行
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う。次に、分別された各粒径毎の重量を計測し、砂礫全体の重量との重量比を算出する。
次に、各粒径と各重量比とに応じて重み付けを行い、重み付けされた各値の和を算出する
。そして、前記各値の和を前記砂礫全体の重量で割り、得られる値を平均粒径と定める。
【００２７】
　なお、平均粒径を定める方法は、特に限定されるものではなく、例えば、デジタルカメ
ラ等で河川に堆積された砂礫の撮影を行い、得られたデジタル画像から各粒毎の粒径をデ
ジタル処理等によって計測し、そこから平均粒径を定めるようにしてもよい。
【００２８】
　砂礫捕捉壁２は、河床の粗度を高めるとともに捕捉された砂礫を保持するための高さを
有しており、後述の実施例１において説明する通り、砂礫を捕捉するために適した河床の
粗度を考慮すると、その高さは河床における砂礫の平均粒径の０．８８倍以上に形成され
ていることが好ましい。
【００２９】
　また、砂礫捕捉壁２の高さの上限は、後述の実施例２において説明する通り、砂礫を捕
捉するために適した河床の粗度を考慮すると、河床における砂礫の平均粒径の６６倍以下
に形成されていることが好ましい。なお、砂礫捕捉壁２の高さの上限は、製造コストや施
工コスト、河川の環境に与える影響等を考慮すれば低い方がよく、後述の実施例２におい
て説明する通り、河床において移動する砂礫層厚を基準として、前記砂礫の平均粒径の２
０倍以下に形成されていることが好ましい。
【００３０】
　また、各砂礫捕捉領域部３において対向位置にある砂礫捕捉壁２同士の間隔Ｗは、広す
ぎると単位面積当たりの砂礫捕捉壁２の数が減って粗度が低くなり、狭すぎると河床侵食
抑制部材１の上部が面の状態に近くなるため粗度が低くなる。そこで、本実施形態では、
前記間隔Ｗが、河床の粗度が上がり易い、前記砂礫捕捉壁２の高さの３倍以上１０倍以下
に形成されている。
【００３１】
　次に、本発明に係る河床侵食抑制部材１を用いた河床侵食抑制工法について説明する。
【００３２】
　本実施形態の河床侵食抑制工法は、侵食を抑制したい対象河床に対し、前記河床侵食抑
制部材１を面的に設置することによって行う。本実施形態では、まず、侵食を抑制したい
対象河床を複数の区画に分割し、各区画の周縁にアンカーボルトを埋め込む。次に、河床
侵食抑制部材１を区画毎に被せ、前記アンカーボルトに固定する。このとき、河床侵食抑
制部材１は、略菱形状に配置された砂礫捕捉壁２のいずれかの対角線が河川の平均的な流
れ方向に沿うように設置する。
【００３３】
　なお、河床侵食抑制部材１の設置方法は、流されないように固定しうる方法であれば、
アンカーボルトによるものに限定されるものではなく、ロープによる固定や河床侵食抑制
部材１の一部を河床に埋設させる等して設置してもよい。
【００３４】
　次に、本発明に係る河床侵食抑制部材１および河床侵食抑制工法における各構成の作用
について説明する。
【００３５】
　河床侵食抑制部材１は、侵食を抑制したい対象河床に設置されることにより、砂礫捕捉
壁２が河床に凹凸を形成し、当該凹凸に水流が衝突することによる慣性エネルギーの減少
や砂礫捕捉壁２と水流との摩擦抵抗の増加等を要因として、河床の粗度が高まる。
【００３６】
　河床の粗度が高まると、水流の抵抗となり前記河床近傍の流速が減速し、前記河床近傍
を移動してきた砂礫も減速される。河床侵食抑制部材１では、減速された砂礫を砂礫捕捉
壁２で囲まれた砂礫捕捉領域部３内に捕捉する。
【００３７】
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　また、砂礫捕捉領域部３内に捕捉された砂礫は、河床侵食抑制部材１の近傍における流
速が遅いため河床の掃流力も弱く、砂礫捕捉壁２を乗り越えられずに保持される。また、
砂礫が河床に保持されることによって、河床の粗度はさらに高まり、砂礫が堆積され易く
なる。さらに、河床侵食抑制部材１を河床に設置することにより、砂礫が捕捉されるまで
の間も、河床侵食抑制部材１自体のカバー効果によって岩盤河床に砂礫が衝突する頻度が
低減されるため、河床侵食抑制部材１を設置しない状態よりも河床の侵食が抑制される。
また、河床にあった砂礫に河床侵食抑制部材１を覆い被すように配置することにより、在
来の砂礫の移動も効果的に抑えられる。
【００３８】
　よって、河床侵食抑制部材１が設置された河床は、常に砂礫で覆われた状態となり、岩
盤の露出が抑制される。このため、流砂が岩盤に衝突することがなく侵食が抑制される。
また、河床に砂礫を堆積させることで、サケ等の魚類の生息・産卵場が増大される。さら
に、河床侵食抑制部材１は面的に設置されるため、帯工や床止め工等のように、その周辺
部が局所的に侵食されてしまうことを抑制できる。
【００３９】
　本実施形態における砂礫捕捉壁２は、合成樹脂によって形成されているため、水中に長
期間に渡って設置しても腐食による劣化が少ない。また、砂礫捕捉壁２は、高さが必要最
低限の範囲内で低く抑えられているとともに、その可撓性によって水流による負荷が集中
しないようになっている。さらに、砂礫捕捉壁２の配置を略菱形状にし、角部を河川の平
均的な流れ方向に向けることで、前記砂礫捕捉壁２が直交方向から水流を受けないため、
水流から受ける力を受け流すことができる。さらにまた、通水孔４では、水流によって通
水が行われるため、砂礫の保持力を低下させることなく砂礫捕捉壁２が受ける水流からの
抵抗が抑制されている。
【００４０】
　よって、本実施形態における河床侵食抑制部材１は、破損や流出がしづらく、安定的に
河床に保持される。また、本実施形態では、河床侵食抑制部材１を複数の区画毎に設置し
ているため、仮に、破損や流出が生じた場合でも、一部を取り替えるか、または設置し直
すだけでよく施工性が良い。
【００４１】
　また、河床の砂礫は、生魚の生活の場や産卵場となる。通水孔４では、通水が行われる
ため、砂礫捕捉壁２で囲まれた砂礫捕捉領域部３内の水質を新鮮な状態で保つことができ
る。また、この通水孔４が平均粒径よりも小さく形成されているため、砂礫の流出は抑制
される。
【００４２】
　以上のような本実施形態の河床侵食抑制部材１および河床侵食抑制工法によれば、以下
の効果を得ることができる。
１．河床の粗度を高めることで河床近傍における河川の流速を減速させ、前記河床近傍を
移動する砂礫を停止・捕捉し、河床の侵食を抑制することができる。
２．捕捉した砂礫を砂礫捕捉壁２で囲まれた砂礫捕捉領域部３内に保持して堆積させ、河
床を砂礫で被覆することで、魚類の生息・産卵場を増大させるとともに、生魚等の生活環
境を向上させることができる。
３．河床における在来の砂礫の移動を抑制し、岩盤の露出を低減することができる。
４．河床における岩盤の露出を抑制し、洗掘による岩盤の侵食を防止することができる。
５．安定的に河床に設置することができるとともに、容易に維持管理することができる。
【００４３】
　つぎに、本発明に係る河床侵食抑制部材および河床侵食抑制工法の具体的な実施例につ
いて説明する。
【実施例１】
【００４４】
　実施例１では、本発明に係る河床侵食抑制部材における砂礫捕捉壁の適切な高さと河床
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の粗度について検討を行った。具体的には、室内に設置した全長２２ｍ、幅０．５ｍ、勾
配０．０１の水路において、河床の状態が異なる水路床（疑似的な岩盤河床）を敷設して
行った。図３は、ＲｕｎＡ、ＲｕｎＢおよびＲｕｎＣという異なる三つのケースにおいて
用いられた水路床のデジタル写真画像である。
【００４５】
　ＲｕｎＡにおける水路床は、非侵食性のモルタルに粒径５ｍｍの礫が埋め込まれている
。また、ＲｕｎＢおよびＲｕｎＣでは、モルタル床の上に一辺３０ｍｍの平面視で略正方
形状の砂礫捕捉領域部を有するネットが敷設されている。ネットの高さは、それぞれＲｕ
ｎＢが２ｍｍ、ＲｕｎＣが４ｍｍである。
【００４６】
　まず、各水路床における粗度の計測を行った。具体的には、前記水路に０．０３ｍ３／
ｓの水を流し、ポイントゲージによってその時の水位を計測する。計測された箇所は、水
路の幅方向の中央で水路上流端から７～１２ｍの区間を縦断方向に１ｍ間隔である。
【００４７】
　そして、計測した水位を下記のManning-Stricklerの関係式に代入することで水理学的
な粗度を表す等価粗度高さＫｓを算出した。
［数１］

［数２］

【００４８】
　ここで、ｎｍはManningの粗度係数、ｇは重力加速度、Ｕは平均流速（＝Ｑ／ＢＤ）、
Ｑは流量、Ｂは水路幅、Ｄは水深、Ｓｅはエネルギー勾配である。
【００４９】
　砂礫のない各水路床における水理学的な粗度を表す等価粗度高さをＫｓとし、初期の水
理学的な粗度高さをＫｓｂとして下記表１にまとめる。ここで、添え字のｂは砂礫のない
初期の状態を表すために用いたものである。
【表１】

【００５０】
　表１に示すように、ＲｕｎＡの初期の水理学的な粗度高さＫｓｂは３．８、ＲｕｎＢの
初期の水理学的な粗度高さＫｓｂは９．６、ＲｕｎＣの初期の水理学的な粗度高さＫｓｂ

は３６．３であった。よって、初期の水理学的な粗度高さＫｓｂは、ＲｕｎＣ＞ＲｕｎＢ
＞ＲｕｎＡの順に高い値を示した。
【００５１】
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　次に、各水路床における砂礫の捕捉性能を調べるため、水路の流量を０．０３ｍ３／ｓ
の一定状態とし、そこに異なる給砂量ｑｂｓを定常的に与え、平衡状態に達した際の砂礫
により河床が被覆される面積割合である被覆率Ｐｃの計測を行った。このとき砂礫として
は、平均粒径ｄが５ｍｍ、水中比重が１．６５のものを用いた。
【００５２】
　また、これら初期の水理学的な粗度高さＫｓｂを砂礫の粒径ｄとの比を取って無次元化
し、相対粗度とした。初期の相対粗度Ｋｓｂ／ｄは、表１に示すように、ＲｕｎＡで０．
８、ＲｕｎＢで１．９、ＲｕｎＣで７．３であった。
【００５３】
　給砂量ｑｂｓは、水路床が砂礫によって完全に被覆されるまで、ゼロから段階的に増や
していった。図４は、ＲｕｎＡ、ＲｕｎＢおよびＲｕｎＣのケースにおいて、給砂量ｑｂ

ｓがいずれも３．７３×１０－５ｍ２／ｓのときの砂礫による被覆状態を平面視の状態で
デジタルカメラにより撮影した画像である。これらの画像において、白い領域は砂礫に被
覆されていない箇所を示しており、黒い領域は砂礫に被覆されている箇所を示している。
【００５４】
　図４に示すように、ＲｕｎＡでは、多くの領域が白いままであり、砂礫がほとんど捕捉
されなかった。また、ＲｕｎＢにおいても、わずかに黒い領域が認められたものの、ほと
んどの領域で砂礫がうまく捕捉されていなかった。一方、ＲｕｎＣでは、ほぼ全ての領域
が黒くなっており、砂礫がしっかりと捕捉されて水路床が被覆されていた。
【００５５】
　本実施例１では、図４に示した、デジタルカメラ画像を白黒２階調化処理し、それぞれ
のピクセル数の比によって被覆率Ｐｃを計測した。計測した結果を、その他の実験条件の
場合も含めて、上記表１および図５に示す。
【００５６】
　図５に示すように、初期の水理学的な粗度高さＫｓｂまたは初期の相対粗度Ｋｓｂ／ｄ
が比較的大きいＲｕｎＣについては、給砂量ｑｂｓが少ない段階から砂礫が徐々に被覆し
ている。一方、初期の水理学的な粗度高さＫｓｂまたは初期の相対粗度Ｋｓｂ／ｄが比較
的小さいＲｕｎＡおよびＲｕｎＢについては、給砂量ｑｂｓが一定量以上にならなければ
砂礫は被覆されないことが示された。
【００５７】
　つまり、上述した室内実験の結果からは、河床が、ＲｕｎＣのように相対粗度Ｋｓｂ／
ｄが７．３以上の比較的高い粗度を有する場合、上流からの給砂が見込まれる場所であれ
ば、給砂量にほぼ比例した高い被覆率で前記河床を砂礫で覆うことができ、岩盤層が露出
しないことが示された。
【００５８】
　ただし、上記室内実験は、人工的な水路や人工的に制御された水流を用いて室内で行わ
れたモデル実験に過ぎない。しかしながら、実際の河川では、河床の形状は千差万別であ
り、河川の流量や流速も一定ではなく場所や時間等によって大きく変化するものである。
そこで、本実施例１では、モデル実験の結果を実際の河川に相当する結果に換算するため
、上記水理学的な粗度高さＫｓと、河床表面の凹凸高さである地形的な粗度高さσｔとの
関係性について検討を行った。
【００５９】
　具体的には、まず、上述したＲｕｎＡ、ＲｕｎＢおよびＲｕｎＣの各ケースにおける各
段階において、上述の初期の水理学的な粗度高さＫｓｂを算出した方法と同様の算出方法
を用いて、実験後の砂礫が被覆された河床における水理学的な粗度高さＫｓを算出した。
【００６０】
　一方、実験水路の河床における凹凸の高さを評価するため、通水前および各ケースでの
実験後の河床標高をレーザー砂面計によって測定した。具体的には、水路上流端から９～
１０ｍの区間を水路の幅方向の中央、右壁から０．１５ｍ、左壁から０．１５ｍの縦断３
側線を５ｍｍ間隔で計測した。そして、本実施例１では、Johnson and Whippleと同様に
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計測した河床標高から平均勾配を引いた値の標準偏差を地形的粗度高さσｔとした。
【００６１】
　以上のように算出した水理学的な粗度高さＫｓと地形的な粗度高さσｔとの関係をプロ
ットしたものを図６に示す。ややバラツキがあるものの、地形的粗度高さσｔの増加に伴
い、水理学的な粗度高さＫｓも増加する傾向にある。具体的には、地形的な粗度高さσｔ

は、少なくとも水理学的な粗度高さＫｓの約０．０６倍（図６における実線の傾き）の関
係にあることが示された。このため、当該関係式（σｔ＝０．０６Ｋｓ）から実際の河床
の凹凸の高さを換算した。
【００６２】
　まず、地形的な粗度高さσｔは、上述のとおり、河床の凹凸高さの標準偏差であること
から、標準的な凹凸高さＴｎと地形的な粗度高さσｔとは、Ｔｎ＝２σｔ程度の関係にあ
る。この式に、地形的な粗度高さσｔと水理学的な粗度高さＫｓとの上記関係式（σｔ＝
０．０６Ｋｓ）を代入すると、Ｔｎ＝０．１２Ｋｓとなる。また、上記室内実験の結果よ
り、河床における高い覆礫効果が期待できるのは、相対粗度Ｋｓｂ／ｄが７．３以上の場
合であった。
【００６３】
　以上より、本実施例１によれば、上記室内実験の結果（Ｋｓｂ／ｄ≧７．３）を上記式
（Ｔｎ＝０．１２Ｋｓ）に代入することにより求められる、Ｔｎ≧０．８８ｄの場合、す
なわちＴｎに相当する河床侵食抑制部材における砂礫捕捉壁の高さが、砂礫の平均粒径ｄ
の０．８８倍以上に形成されている場合、砂礫を速やかに捕捉して河床を被覆し、効果的
に侵食を抑制することが示された。
【実施例２】
【００６４】
　本実施例２では、本発明に係る河床侵食抑制部材における砂礫捕捉壁の高さの上限値に
ついて検討を行った。
【００６５】
　ここで、砂礫捕捉壁の高さは、砂礫捕捉領域部内に捕捉された砂礫の保持力を考慮する
と高いほどよい。しかし、河床の岩盤層の侵食を抑制するには、僅かでも砂礫が保持され
ていればよく、保持する砂礫の層を過度に厚くしても侵食抑制効果には大きな違いはない
。また、砂礫捕捉壁が高すぎても、製造コストや施工コストの増加を招くとともに、河川
の環境に与える負荷が大きくなるため、過度の高さは不要である。そこで、砂礫捕捉壁の
高さの上限値について理論的な計算に基づき検討を行った。
【００６６】
　ここで、本実施例２で用いた被覆率Ｐｃの理論計算について説明する。まず、河床に堆
積している砂礫の量は、堆積する場を想定した場合、その場に入ってくる給砂量ｑｂｓと
、その場を流れる飽和流砂量ｑｂｃの収支によって決まる。したがって、給砂量ｑｂｓと
飽和流砂量ｑｂｃが等しければその場の砂礫量は動的な平衡状態となる。また、砂礫量が
変化しなければ、砂礫の被覆面積割合（被覆率）Ｐｃも変化しないため、この状態は被覆
率の平衡状態とも言える。すなわち、被覆率の平衡条件は、下記数式３によって表される
。
［数３］
　給砂量ｑｂｓ＝飽和流砂量ｑｂｃ

【００６７】
　飽和流砂量ｑｂｃは、Wong and Parkerによって提唱された下記数式４によって求める
ことができる。
［数４］

　ここで、τ＊は無次元掃流力、τ＊ｃは無次元限界掃流力、Ｒｂは砂礫の水中比重(１
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．６５)、ｄは砂礫の平均粒径である。
【００６８】
　また、数式４におけるτ＊およびτ＊ｃは、初期の水理学的な粗度高さＫｓｂと被覆率
Ｐｃを用いて、以下の数式５および数式６で表すことができる。
［数５］

［数６］

　ここで、ｋｓａは完全な砂礫床の等価粗度高さであり、一般的に１～４ｄと言われてい
るところ、本実施例２では２．２ｄを採用した。また、Ｑは流量、Ｂは川幅、ｇは重力加
速度（９．８１）、Ｓは河床勾配である。
【００６９】
　よって、上記数式３～６を組合わせることにより、給砂量ｑｂｓに対し平衡状態となる
被覆率Ｐｃを逆算することができる。
【００７０】
　上記数式３～６等に基づき、相対粗度Ｋｓｂ／ｄを１００とした場合と、２００とした
場合について被覆率Ｐｃを計算した結果を図７に示す。図７に示すように、相対粗度Ｋｓ

ｂ／ｄが１００の場合も２００の場合も僅かな給砂量ｑｂｓで河床が砂礫で被覆され、そ
の値はほとんど変わらない。つまり、相対粗度Ｋｓｂ／ｄを１００より大きくしても、覆
礫効果は頭打ちになるため、コストおよび環境的な負荷を考慮すると、Ｋｓｂ／ｄ≦１０
０であることが好ましい条件といえる。
【００７１】
　一方、実施例１で求めた図６に示されるように、地形的な粗度高さσｔは、最高でも水
理学的な粗度高さＫｓの約０．３３倍（図６における破線の傾き）である。よって、この
関係式（σｔ＝０．３３Ｋｓ）を実施例１で用いた標準的な凹凸高さＴｎと地形的な粗度
高さσｔとの関係式（Ｔｎ＝２σｔ）に代入すると、Ｔｎ＝０．６６Ｋｓである。したが
って、この式（Ｔｎ＝０．６６Ｋｓ）に上述した相対粗度の条件式（Ｋｓｂ／ｄ≦１００
）を代入すると、凹凸の高さＴｎはＴｎ≦６６ｄということになる。よって、砂礫捕捉壁
の高さＴｎは、砂礫の平均粒径ｄの６６倍以下とすることが好ましいといえる。
【００７２】
　また、砂礫捕捉壁の高さの上限値については、移動する砂礫層の厚さから検討すること
ができる。まず、河床において移動する砂礫層の厚さは砂礫の最大粒径の２倍程度といわ
れており、最大粒径の２倍以上、砂礫が堆積すれば、岩盤に流砂が接触しなくなり、岩盤
の侵食が抑制できる。つまりは、最大粒径の２倍以上、砂礫捕捉壁の高さがあっても過度
に高いと考えられる。砂礫の平均粒径が５０ｍｍと仮定すると、最大粒径はその約１０倍
の５００ｍｍ位である。よって、砂礫捕捉壁の高さは、砂礫の平均粒径に対して約２０倍
の高さであればよいとも考えられる。
【００７３】
　以上より、本実施例２によれば、砂礫捕捉壁の高さは、製造コストや施工コスト、環境
面を考慮すると、平均粒径の６６倍以下とすることが好ましく、よりコスト面等を抑制す
るとすれば、平均粒径の２０倍以下としてもよいことが示された。
【実施例３】
【００７４】
　本実施例３では、実際の河川において、本発明に係る河床侵食抑制部材の砂礫の捕捉効
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果および砂礫の保持効果について実証実験を行った。
【００７５】
　実験を行った河川は、岩盤層が露出されている部分が比較的多く見られた。実験は、岩
盤層が露出されている部分がある周辺の縦断長さが約４０ｍ（幅が約５ｍ）の河床に、本
発明に係る河床侵食抑制部材を設置することによって行った。また、河川の砂礫の平均粒
径は４０ｍｍであった。
【００７６】
　本実施例３において、河床侵食抑制部材として、前田工繊株式会社製の、ジオセル工法
に用いられる高密度ポリエチレン製の連続的・周期的なセル材を用いた。この河床侵食抑
制部材は、砂礫の平均粒径（４０ｍｍ）の０．８８倍以上を満たす約２．５倍にあたる１
００ｍｍの高さを有しており、メッシュ間隔は３００ｍｍ×３００ｍｍ（対角が４２０ｍ
ｍ）の略菱形状の砂礫捕捉領域部を有するハニカム構造に形成されている。
【００７７】
　本実施例３では、この河床侵食抑制部材を、長さ８ｍ、幅２．５ｍの略矩形状に形成す
る。そして、図８に示すように、対象となる河床において河床侵食抑制部材を設置する外
周および縦断方向３ｍ毎にアンカーボルトを横一列に埋め込み、４ブロック分の河床侵食
抑制部材を前記アンカーボルトに固定した。
【００７８】
　初期条件として、砂礫が捕捉されるか否かを検証するため、上流側半分の河床侵食抑制
部材における砂礫捕捉領域部を砂礫が無い状態とした。一方、下流側半分の河床侵食抑制
部材における砂礫捕捉領域部は、捕捉された砂礫が保持し続けることができるか否かを検
証するため、予め砂礫が入っている状態とした。
【００７９】
　実験は、河床侵食抑制部材の設置前（平成２６年７月２５日）、河床侵食抑制部材の設
置後（平成２６年８月２７日）、設置後約３週間後の大雨から約１週間経過した後（平成
２６年９月１９日）、および１年以上経過した後（平成２７年１０月１５日）の河床の高
さの計測を行った。計測は、縦断方向に対して２ｍ間隔毎に２０箇所の高さを計測した。
このとき、対象河床の幅方向の中央と、この中央を中心として幅方向に±５０ｃｍの高さ
とを計測し、平均した高さを該当箇所における河床高さとした。その結果を図９に示す。
【００８０】
　図９に示すように、上流側の砂礫が無い状態で実験を開始した河床侵食抑制部材の区間
（「ネット敷設」区間）では、大雨による出水の前後で河床の高さが上昇しており、河床
侵食抑制部材の砂礫捕捉領域部によって砂礫が効果的に捕捉されていた。
【００８１】
　次に、下流側の砂礫を入れた状態で実験を開始した河床侵食抑制部材の区間（「ネット
＋覆礫敷設」区間）では、上流から２９ｍ～３３ｍの最下流部を除いて、出水の前後で河
床の高さに大きな違いは見られなかった。すなわち、河床侵食抑制部材の砂礫捕捉領域部
に捕捉された砂礫は、保持されたままで流出が抑制されていた。
【００８２】
　また、河床侵食抑制部材を設置した区間においては、大雨後１年以上経過した後も、河
床の高さがおおむね微増しており、砂礫の捕捉効果および保持効果が持続されていた。こ
れは、砂礫捕捉領域部から砂礫が多少流出したとしても、その分、砂礫捕捉壁２が露出し
て砂礫を捕捉しやすくなるため、砂礫の量は常に所定量を保持するためと考えられる。な
お、河床侵食抑制部材を設置していない３５ｍより下流側の区間では、出水の前後で河床
の高さに大きな変化がなかった。
【００８３】
　以上の本実施例３によれば、本発明に係る河床侵食抑制部材は、実際の河川においても
、砂礫を効果的に捕捉する捕捉効果、および砂礫の流出を抑制し保持し続ける保持効果が
長期的に発揮されることが実証された。
【００８４】
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　なお、本発明に係る河床侵食抑制部材および河床侵食抑制工法は、前述した実施形態に
限定されるものではなく、適宜変更することができる。
【００８５】
　例えば、各砂礫捕捉領域部は、略菱形形状に限定されるものではなく、略六角形状等の
ように他の形状に形成してもよい。
【００８６】
　また、上述した本実施形態では、河床侵食抑制部材１を単体で河床に設置する構成につ
いて説明したが、この構成に限定されるものではない。例えば、他の実施形態として、図
１０に示すように、河床の表面に沿って敷設される網目状の敷設シート５と、この敷設シ
ート５に河床侵食抑制部材１を取り付ける取付金具６とを有していてもよい。
【００８７】
　上記構成を用いて河床侵食抑制工法を実施する場合、敷設シート５に対して、陸上で複
数の河床侵食抑制部材１を取付金具６で取り付けた後、河床に設置する。これにより、一
度で河床侵食抑制部材１を広範囲に設置することができ、施工性が向上する。また、寒い
時期に河川を締め切らずに施工する場合、水中での作業が作業者に大きな負担となること
も考えられる。しかしながら、上記工法によれば、河床侵食抑制部材１を一つずつ直接河
床に設置する場合と比較して、上記負担を大幅に減らすことができる。
【００８８】
　なお、取付金具６としては、図１１に示すように、敷設シート５の網目に掛止する掛止
部６１と、この掛止部６１から延出されて砂礫捕捉壁２を高さ方向に沿って挟持する一対
の挟持部６２，６２と、これら挟持部６２，６２の先端をつなぎ留める留金部６３とを有
する構成が考えられる。
【００８９】
　この構成によれば、まず、図１１（ａ）に示すように、敷設シート５上に河床侵食抑制
部材１を載置した後、取付金具６を敷設シート５の下から差し込む。このとき、図１１（
ｂ）に示すように、一対の挟持部６２，６２が砂礫捕捉壁２を挟持するように差し込み、
掛止部６１を敷設シート５の網目に引っ掛ける。そして、図１１（ｃ）に示すように、各
挟持部６２，６２の先端を留金部６３でつなぎ留めるだけで、簡単かつ迅速に河床侵食抑
制部材１を敷設シート５に取り付けることができる。
【００９０】
　なお、約１５ｍ程度の広い川幅を有する実際の河川に対して、上述した他の実施形態の
河床侵食抑制部材１を敷設する実験を行った。具体的には、まず、幅が５．１２ｍ、長さ
が１６．７ｍの矩形状に複数枚の敷設シート５を重畳させた後、取付金具６を用いて河床
侵食抑制部材１を取り付けた。このとき、上流側の敷設シート５の下流側端部が、下流側
の敷設シート５の上流側端部の上に重なるように敷設し、敷設シート５の裏側に異物が入
りにくくした。そして、当該敷設シート５を河床に設置し、多数のアンカーで打ち込んで
固定した。その結果を図１２に示す。
【００９１】
　図１２に示すように、川幅が広くて川の流れによる水圧が大きな河川においても、河床
侵食抑制部材１は敷設シート５と取付金具６とによって安定的に設置された。また、設置
後３ヶ月が経過した時点で確認した際も、河床侵食抑制部材１は流されることなく、しっ
かりと河床に固定されていた。
【符号の説明】
【００９２】
　１　河床侵食抑制部材
　２　砂礫捕捉壁
　３　砂礫捕捉領域部
　４　通水孔
　５　敷設シート
　６　取付金具
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　６１　掛止部
　６２　挟持部
　６３　留金部
【要約】
【課題】河床の粗度を効率よく高めることによって砂礫を捕捉して堆積を促し、河床の侵
食を抑制するとともに、魚類の生息・産卵場を増やすことのできる河床侵食抑制部材およ
び河床侵食抑制工法を提供する。
【解決手段】河床の侵食を抑制するために前記河床に設置される河床侵食抑制部材１であ
って、平面視で網目状に仕切られた複数の砂礫捕捉領域部３を有するとともに、これら各
砂礫捕捉領域部３を囲っている砂礫捕捉壁２の高さが前記河床における砂礫の平均粒径の
０．８８倍以上に形成されている。
【選択図】　図１

【図２】

【図５】

【図６】
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【図７】

【図８】

【図９】

【図１２】
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